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第１ 平成 29 年度上半期の財政状況  

 

 

 

Ⅰ 補正予算のポイントは何ですか。 ～ 予算編成のポイント ～ 
 

9 月補正予算では、企業の人手不足解消に向けた人材確保・活用への支援のほか、東京国立近代美術

館工芸館の移転整備や金沢港の機能強化整備、豪雨災害への対応など、当初予算編成以降の情勢の変化

や事業の進捗等により、新たな対応が必要となった施策について予算編成を行いました。 

また、平成 29 年 9 月 29 日付けの知事専決により、第 48 回衆議院議員総選挙関係の予算の補正を行

いました。 

 

 

Ⅱ どのような事業が盛り込まれているのですか。  ～ 補正予算の重点施策 ～ 
 

＜９月補正予算＞ 

 

１ 人材の確保・活用の視点に立った企業の人手不足解消支援 

①県外学生のＵターン就職のさらなる促進（ＩＬＡＣの機能強化） 

・県内企業との出会いの場の拡充（いしかわ学生Ｕターンサポートデスクの設置など） 

 ②潜在的な人材の積極的な掘り起こし（ＩＬＡＣの機能強化） 

  ・女性における求職と求人のミスマッチの解消（女性ジョブサポート石川の開設など） 

  ・企業における高齢者の活用促進（高齢者ジョブサポート石川の開設など） 

・外国人留学生の県内就職の促進（いしかわ外国人採用・就職サポートデスクの設置など） 

③省力化・効率化の促進による企業の生産性向上 

  ・業務効率化に向けた企業のＩｏＴ化の促進（ＩｏＴの初期導入に対する支援） 

  ・生産工程の改善による省力化の促進（次世代ファンドによる設備投資等への支援） 

・省力化に向けた企業の設備投資需要の獲得（省力化に向けた新製品開発・販路開拓への支援） 

・先駆的な省力化の実践による生産性向上の促進（モデル企業への支援とセミナーによる普及） 

・コマツと連携した低コスト水稲生産モデルの構築 

・コマツと連携した先進的林業経営モデルの構築 

④すべての人が働きやすい職場づくりの促進 

・企業の人材確保・活用に向けた機運の醸成（経営者等に対する意識啓発セミナーの開催） 

・外国人技能実習生の技能講習に対する支援 

 

２ 東京国立近代美術館工芸館の移転整備 

・建物本体工事・石引分室解体工事の着手 

 

 

 

 

 

 東京国立近代美術館工芸館 外観イメージ 
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３ クルーズ・貨物両面での金沢港の拠点港化の推進 

  ・金沢港発着クルーズの定着に向けた誘客ＰＲ 

  ・拠点港化に向けた機能強化整備（金沢港クルーズターミナルの整備、コンテナ上屋の集約など） 

  ・大型クルーズ船の入港に対応した航路泊地安全対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 人やものの交流のさらなる促進 

①戦略的な誘客の推進 

  ・東北からの誘客促進（日本郵便と連携した東北地方の郵便局での情報発信） 

  ・海外からの誘客促進（インターネット動画サイトを活用した観光ＰＲ） 

  ・いしかわ動物園の魅力アップ（ホワイトタイガー展示施設の整備） 

②航空ネットワークを活用した交流の促進 

  ・小松空港（羽田便の利用促進、台北便アウトバウンド利用の促進など） 

  ・のと里山空港（地元・首都圏双方向での利用促進） 

③広域交流ネットワーク道路の整備 ～「ダブルラダー輝きの美知」構想の推進～ 

④ブラジル石川県人会創立８０周年記念訪問団の派遣 

 

５ 農林水産業の生産基盤の強化 

  ・米乾燥調製施設、能登牛生産施設、菌床椎茸生産施設の整備支援など 

 

６ 県民生活の安全・安心のさらなる確保 

①豪雨災害からの早期復旧 

②頻発する集中豪雨への対策強化 

・豪雨災害を踏まえた緊急防災対策（河川や砂防堰堤の堆積土砂の除去など） 

  ・河川改良 

・砂防地すべり対策 

③県立高松病院の管理診療棟の建て替え（基本設計） 

④医療・福祉施設の整備促進 

  ・医療施設におけるスプリンクラー整備など 

 

 

＜専決（平成 29 年 9 月 29 日）＞ 

・第 48 回衆議院議員総選挙関係予算の補正 

 

金沢港クルーズターミナル 外観イメージ 
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○ 上半期補正予算は、120 億円余となり、当初予算と合わせた予算規模は 5,441 億円余、平成

28 年度 9月現計予算に比べ 7.4％の減となっています。 

Ⅲ  予算額はいくらですか。 ～ 一般会計補正予算と現計予算の状況 ～  
歳出性質別予算

平成２９年度９月 平成２８年度９月 増減率

現計予算額 現計予算額 （Ａ－Ｂ）

Ａ Ｂ Ｂ

1 - 9,867 9,867 134,033,243 135,896,938 △ 1.4

2 11,192,310 - 11,192,310 103,014,575 99,243,064 3.8

一 般 公 共 事 業 6,764,932 - 6,764,932 57,109,186 54,243,441 5.3

国 庫 補 助 建 設 事 業 770,131 - 770,131 4,538,675 4,691,531 △ 3.3

一 般 単 独 事 業 2,127,347 - 2,127,347 28,633,445 29,348,501 △ 2.4

災 害 復 旧 事 業 1,462,000 - 1,462,000 5,115,849 3,253,403 57.2

国 直 轄 事 業 費 負 担 金 - - - 7,097,350 7,274,388 △ 2.4

受 託 事 業 67,900 - 67,900 520,070 431,800 20.4

3 - - - 1,812,217 1,812,217 -

4 179,200 633,533 812,733 209,809,724 228,466,032 △ 8.2

国 庫 補 助 の あ る も の 63,500 633,533 697,033 70,258,295 68,338,385 2.8

国 庫 補 助 の な い も の 115,700 - 115,700 139,551,429 160,127,647 △ 12.8

5 - - - 95,469,151 122,388,807 △ 22.0

11,371,510 643,400 12,014,910 544,138,910 587,807,058 △ 7.4

９月補正予算額
知事専決

補正予算額
合　計

上半期補正予算額

投 資 的 経 費

区　　　　分

合　　　　　　　　　　　　　　　計

△印減（単位：千円、％）

土 木 施 設 維 持 補 修 費

一 般 行 政 経 費

公 債 費

職 員 費

                        

投資的経費 

  道路や学校、公営住宅といったハード整備など、社会資本として支出の効果が将来に残るもの

に充てられる経費です。普通建設事業と災害復旧事業があり、普通建設事業のうち、国の補助を

受けて行うものが「一般公共事業」と「国庫補助建設事業」、国の補助を受けずに独自に実施す

るものが「一般単独事業」です。「国直轄事業費負担金」は、国が直接行う公共事業等への地方

の負担金です。 

 

一般行政経費 

  産業振興や観光誘客、少子・高齢化対策、文化・スポーツ振興などのソフト事業に充てられる

経費であり、全ての行政事務に要する経費から、人件費である職員費、投資的経費、維持補修費、

公債費を除いたものです。 

ひとくちメモ 
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歳出目的別予算

平成２９年度９月 平成２８年度９月 増減率

現計予算額 現計予算額 （Ａ－Ｂ）

Ａ Ｂ Ｂ

1 3,400 - 3,400 1,184,243 1,182,784 0.1

2 - 643,400 643,400 69,922,210 75,365,083 △ 7.2

3 98,500 - 98,500 20,757,334 19,778,238 5.0

4 - - - 4,683,834 4,352,573 7.6

5 248,358 - 248,358 83,914,381 82,984,296 1.1

6 - - - 1,831,571 3,018,669 △ 39.3

7 52,700 - 52,700 35,626,597 35,269,249 1.0

8 106,100 - 106,100 2,685,809 17,450,452 △ 84.6

9 1,016,549 - 1,016,549 31,203,833 31,073,357 0.4

10 8,341,043 - 8,341,043 64,392,665 61,234,773 5.2

11 42,860 - 42,860 24,188,662 24,641,288 △ 1.8

12 - - - 102,589,505 105,156,521 △ 2.4

13 1,462,000 - 1,462,000 5,409,254 3,554,159 52.2

14 - - - 95,549,012 122,545,616 △ 22.0

15 - - - 200,000 200,000 -

11,371,510 643,400 12,014,910 544,138,910 587,807,058 △ 7.4

上半期補正予算額

△印減（単位：千円、％）

議 会 費

区　　　　分

企 画 振 興 費

健 康 福 祉 費

９月補正予算額
知事専決

補正予算額
合　計

商 工 労 働 費

総 務 費

生 活 環 境 費

警 察 費

農 林 水 産 業 費

土 木 費

県 民 文 化 ス ポ ー ツ 費

合　　　　　　　　　　　　　計

予 備 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

観 光 費

 
 （注）平成28年度9月現計予算額は、対前年度比較の便宜上、平成29年度の組織改正を踏まえ、組み替えたものです。                      

 
公債費 

  地方公共団体が過去に借り入れした地方債の元金及び利子の償還に充てられる経費です。地方

債の元利償還金は、必ず支払う必要があることから、人件費、社会保障関係経費（介護保険など

の高齢者対策、子育て支援、障害者施策、国民健康保険関連経費など）と合わせて、義務的経費

とされています。 

ひとくちメモ 
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県税

25.9%

地方交付税

22.7%

臨時財政対策債

5.0%

地方消費税

清算金等

11.8%

国庫支出金

10.8%

諸収入等

14.1%

通常債

9.7%

一般財源

65.4%

特定財源

34.6%

＜歳入 一般財源・特定財源別（現計予算）＞

総額
5,441億円
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＜一般会計 9月現計予算の推移＞

９月補正予算

６月補正予算

当初予算

5,983

5,878

5,130 5,461 5,4415,287

県税

25.9%

諸収入

9.2%

地方消費税

清算金

7.8%
繰入金

2.7%分担金及び

負担金等

2.3%

地方交付税

22.7%

国庫支出金

10.8%

通常債

9.7%

地方譲与税等

3.9%
臨時財政対策債

5.0%

依存財源

52.1%

自主財源

47.9%

＜歳入 自主財源・依存財源別（現計予算）＞

総額
5,441億円

                    
                                       

（注）端数処理のため内訳が合計に一致しない場合があります。  

（注）１ 平成29年度９月補正予算には知事専決補正予算が含まれています。 

２ 端数処理のため内訳が合計に一致しない場合があります｡ 



－ 7 － 

教育費

18.9%

公債費

17.6%

健康福祉費

15.4%

総務費

12.9%

土木費

11.8%

商工労働費

6.6%

農林水産業費

5.7%

警察費

4.4%

企画振興費

3.8%

災害復旧費

1.0%

県民文化

スポーツ費

0.9%

観光費

0.5% 生活環境費

0.3%
議会費

0.2%

予備費

0.0%

＜歳出 目的別（款別）内訳（現計予算）＞

総額
5,441億円

給与等

22.3%

退職手当

2.3%

恩給及び

退職年金

0.0%

一般公共事業

10.5% 国庫補助

建設事業

0.8%
一般

単独事業

5.3%

災害復旧事業

0.9%

国直轄事業費

負担金

1.3%

受託事業

0.1%

国庫補助の

あるもの

12.9%

国庫補助の

ないもの

25.7%

公債費

17.6%

職員費

24.6%

投資的経費

18.9%

土木施設維持

補修費

0.3%

一般行政経費

38.6%

公債費

17.6%

＜歳出 性質別内訳(現計予算)＞

総額
5,441億円

                                 
 


